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第4章 温室効果ガス等の削減目標（区域施策編） 

1．温室効果ガス等の削減目標の設定 

（1） 短期目標（2030（令和 12）年度） 

令和12（ 2030） 年度における温室効果ガス排出量の推計結果を も と に、 国の「 2050年目標と 整

合的で野心的な目標と し て、 令和12（ 2030） 年度に温室効果ガスを 平成25（ 2013） 年度から 46％

削減するこ と を 目指し 、 さ ら に、 50％の高みに向けて挑戦を 続けていく 」 と いう 目標を 踏まえ、

「 令和12（ 2030） 年度における温室効果ガス排出量を 平成25（ 2013） 年度比で50％以上削減」 を

目標と し て設定し ます。  

 

（2） 中長期目標 
 

中期目標年度である令和22（ 2040） 年度の温室効果ガスの削減目標については、令和12（ 2030）

年度における温室効果ガス排出量の実績値及び、 令和32（ 2050） 年における脱炭素社会の実現や

CCUS＊、 水素利用などの技術革新等を踏まえて、 75％削減するこ と を 目標と し 、 長期目標年度であ

る令和32（ 2050） 年の温室効果ガス排出量実質ゼロと する「 ゼロカ ーボンシティ 」 の実現を 目指

し ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 温室効果ガス削減目標 
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（3） 再生可能エネルギー導入目標 

本市の再生可能エネルギーポテンシャ ル、 最終エネルギー消費量などを 考慮し 、 市域全体の再

生可能エネルギーの導入量に係る目標値を 設定し まし た。  

本市は、 令和32（ 2050） 年のカ ーボンニュ ート ラ ル実現に向けて、 955. 9TJを 再生可能エネルギ

ーで補えるよう 導入を 図っ ていく こ と と し ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1 再生可能エネルギー導入目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 現況の発電電力量については、 固定価格買取制度＊公表情報の値。  

※ 端数処理の関係から 、 各項目を足し 合わせた値と 合計が一致し ない場合があり ます。  

※ 太陽光発電相当件数は、 導入目標の発電電力量に対し て、 5. 5kWの太陽光発電システムを導入し た場合の相当

件数を例と し て記載。  

  

再生可能エネルギー導入目標 
 
【短期目標（令和12（2030）年度）】 

●市全体での導入量と し て、 156. 6 TJ（ 発電電力量 43, 491 MWh） の導入を目標と する。  

※発電電力量は、 5. 5kWの太陽光発電システムを 1件導入し た場合の年間予想発電量の 

6, 111件分に相当 

 
 
【長期目標（令和32（2050）年）】 

●市全体での導入量と し て、 955. 9 TJ（ 発電電力量 265, 525 MWh） の導入を 目標と する。  

※発電電力量は、 5. 5kWの太陽光発電システムを 1件導入し た場合の年間予想発電量の 

37, 309件分に相当 

 
 

導入量[TJ]
(発電電力量[MWh])

太陽光発電
相当件数[件]

累計導入量[TJ]
(発電電力量[MWh])
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2．削減目標達成に向けた基本方針 

脱炭素社会の実現に向けて、 温室効果ガス排出量の削減目標の達成に取り 組むために、 以下の

4つの基本方針を 掲げます。  

 
 

基本方針１  再生可能エネルギーの創出 

太陽光やバイ オマス、中小水力などによ る再生可能エネルギーは温室効果ガスの排出が少なく 、

枯渇するこ と のない持続可能なエネルギー源です。 また、 自家消費型の太陽光発電は自立・ 分散

型エネルギー＊であるこ と から 、災害時に独立し たエネルギー源と し ての役割を 担う こ と も でき ま

す。 本市の地域特性を 活かし た再生可能エネルギーの普及促進に取り 組みます。  

 

基本方針２  省エネルギー対策の推進 

温室効果ガス排出量の大部分を 占めるエネルギー起源の二酸化炭素を 削減するためには、 省エ

ネルギー化を 進めるこ と が重要です。 特に家庭部門や業務その他部門については、 電力の占める

割合が高く 、電力使用量の削減が必要です。効率的かつ効果的な省エネルギーを 推進するために、

脱炭素型ラ イ フ スタ イ ルへの転換や省エネルギー機器・ 設備の普及促進に取り 組みます。  

 

基本方針３  低炭素まちづくりの推進 

市域から 排出さ れる 温室効果ガス排出量を 削減する ためには、 省エネや節電などの取組だけで

なく 、 社会システムや都市・ 地域の構造を 脱炭素型に変えていく こ と が必要です。 公共交通機関

の利用促進や都市機能の集約、 道路環境の整備などによる省エネルギー型のまちづく り に取り 組

みます。 また、 脱炭素社会の実現のためには、 大気中の二酸化炭素の吸収が重要と なるため、 森

林の保全や適切な整備、 市街地の緑の保全や創出、 農地の適切な管理等によ る吸収源対策に取り

組みます。  

 

基本方針４  循環型社会形成の推進 

ごみを 減量化するこ と は焼却処理による温室効果ガス排出量の削減につながり ます。 また、 再

利用・ 再資源化は、 資源の消費抑制を 図り 、 その製品等の製造時に係る温室効果ガス排出量の削

減につながるため、 ごみの排出抑制や資源の有効利用に取り 組みます。  
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こ の4つの基本方針ごと に主要施策を次のよ う に体系づけ、 市・ 市民・ 事業者の協働により 、 計

画を 推進し ていき ます。  

また、 SDGsと 各基本方針及び主要施策の関連性を示し ます。  

 

 

◆施策体系 

基本方針１ 再生可能エネルギーの創出 

（ 1） 再生可能エネルギーの導入促進 

（ 2） 自立・ 分散型エネルギー社会の形成推進 

 

 

基本方針 2 省エネルギー対策の推進 

（ 1） 建物・ 住宅におけるZEB・ ZEH等の普及推進 

（ 2）産業部門における省エネルギー行動の推進 

 

 

基本方針３ 低炭素まちづくりの推進 

（ 1） 運輸部門のカ ーボンニュ ート ラ ル化推進 

（ 2） 効率的なまちづく り の推進 

（ 3） 吸収源対策の推進 

 

 

基本方針４ 循環型社会形成の推進 

（ 1） 循環型社会の構築 

（ 2） 廃棄物の適正処理の推進 
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(1)  再生可能エネルギーの導入促進 

3．具体的な取組 

各取組を 効果的に進めていく ために、 基本方針ごと の市・ 市民・ 事業者の取組と 進行管理指標

を 設定し ます。 温室効果ガス排出量の削減目標に合わせて進行管理指標の推移を 算定・ 把握し て

いく こ と で、 総合的に本計画の進捗状況を 管理し ていき ます。  

 

基本方針１  再生可能エネルギーの創出 

●進行管理指標 

指標 
実績 目標 

直近年度 実績値 目標年度 目標値 

公共施設( 土地含む) における再生可能エネルギーの 

設置箇所数（ 自家消費）  
令和5 19箇所 令和12 25箇所 

防災拠点及び指定避難所等における自立・ 分散型 

エネルギーシステム導入数 
令和5 17施設 令和12 30施設 

 

市の取組 

 

① 環境に配慮した太陽光発電設備の普及推進 

再生可能エネルギーの中で、本市は太陽光発電のポテンシャ ルが高いこ と から 、PPA＊モデ

ル等の活用も 検討し ながら 、 公共施設をはじ めと し て、 ため池等の遊休地について、 環境配

慮を 前提と し た率先的導入を 図ると と も に、 家庭、 住宅団地、 事業所等への導入拡大を 推進

し ていき ます。  
 

【 関連する 主な事業等】  

◆ 公共施設・ 遊休地及び家庭、 住宅団地、 事業所等での 

太陽光発電の普及 

[ 環境政策課]  

 

② バイオマス資源の地域内活用の推進 

本市は豊富な森林資源を 有し ており 、こ れら の林地残材や間伐材や製材所の残廃材を 利用

し たバイ オマス資源の活用を 検討し 、 電気及び熱の地産地消を 目指すと と も に、 資源の地域

循環を図り ます。  
 

【 関連する 主な事業等】  

◆ バイ オマス資源の地域内活用推進 [ 都市整備課・ 環境政策課]  

◆ 間伐、 適地適木の植栽 [ 農林水産課]  

 

③ 中小水力発電の導入検討 

市域の山間部では、 急峻な地形を 通っ て小河川が流れています。 こ のよう な地域特性を 活

かすため、 設置条件やコ スト 等の課題を 解決し ながら 中小水力発電の導入を 検討し ます。  

上水道施設についても 比較的小規模な施設が多いも のの、 最新の技術動向を 調査・ 研究し

ながら 、 導入を検討し ます。  
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(2)  自立・分散型エネルギー社会の形成推進 

 

④ 再生可能エネルギー導入拡大に向けた仕組みづくり・取組支援 

官民連携による再生可能エネルギーについての情報発信や普及啓発、出前講座や説明会の

開催などを通じ て、 導入に向けた支援を行います。 また、 自営線等も 含めた送電系統の確保

について検討し ます。  

 

 

① 自立・分散型エネルギー設備の導入支援 

市域の再生可能エネルギー発電自給率の向上及び災害時における レ ジリ エン ス強化を 図

るため、 自家消費を 目的と し た太陽光発電設備及び蓄電池＊等について、 公共施設等の防災

拠点施設への率先的導入を 推進すると と も に、 導入する市民または事業者を 支援し ます。  
 

【 関連する主な事業等】  

◆ 伊予市住宅用新エネルギー設備導入事業費補助 [ 環境政策課]  

◆ 防災拠点等への自立・ 分散型のエネルギー供給源の導入 [ 危機管理課]  

 

 

市民の取組 

・ 環境に関する学習会やセミ ナーに積極的に参加し て、 再生可能エネルギーに関する理解を

深めます。  

・ 太陽光発電設備などの再生可能エネルギー機器の導入を 検討し ます。  

・ 蓄電池、 電気自動車等充給電設備（ V2H＊）、 家庭用燃料電池＊システムなどの導入を 検討し

ます。  

・ 再生可能エネルギー由来の電力の選択を 検討し ます。  

・ 住宅を 新築する時は、 ZEHを 検討し ます。  

 

事業者の取組 

・ 環境に関する学習会やセミ ナーに積極的に参加し て、 再生可能エネルギーに関する理解を

深めます。  

・ 太陽光発電設備などの再生可能エネルギー機器の導入や活用を検討し ます。  

・ 蓄電池、 電気自動車等充給電設備（ V2H） などの導入を検討し ます。  

・ 再生可能エネルギー由来の電力の選択を 検討し ます。  

・ 事業所のZEB化を検討し ます。  

・ 工場等から 排出さ れる熱の有効利用を検討し ます。  

・ 太陽光発電設備の設置を 行う 時は、 自然環境や景観などに配慮し ます。  
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＜コラム＞ ZEH（ゼッチ）・ZEB（ゼブ）とは？ 

ZEH（ ネッ ト ・ ゼロ・ エネルギー・ ハウス) 、 ZEB（ ネッ ト ・ ゼロ・ エネルギー・ ビル） と

は、 建物の断熱化や省エネルギー設備の使用によっ て使う エネルギーを 減ら すと と も に、 太陽

光発電等の再生可能エネルギーで使う 分のエネルギーをつく るこ と で、 年間で消費するエネル

ギーの量を 減ら す（ ネッ ト ・ ゼロにする） こ と を 目指し た住宅・ 建物のこ と です。 再生可能エ

ネルギーの活用は、 台風や地震等、 災害の発生に伴う 停電時においても 、 太陽光発電による電

気を 使えるメ リ ッ ト も あり ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ZEH（Net Zero Energy House）のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ZEB（Net Zero Energy Building）のイメージ 

 

（ 出典） 資源エネルギー庁 HP 
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(1)  建物・住宅におけるZEB・ZEH等の普及推進 

基本方針２  省エネルギー対策の推進 

●進行管理指標 

指標 
実績 目標 

直近年度 実績値 目標年度 目標値 

市域のエネルギー消費量 令和3 2, 807 TJ 令和12 2, 031 TJ 

家庭部門における市民一人当たり の温室効

果ガス排出量 
令和3 1, 371 kg-CO2 令和12 562 kg-CO2 

業務その他部門における延床面積当たり の

エネルギー使用量 
令和3 1. 15 GJ/m2 令和12 0. 91 GJ/m2 

自動車一台当たり の温室効果ガス排出量 令和3 2. 4 t -CO2 令和12 2. 0 t -CO2 
 

 

市の取組 

 

 

① 公共施設への省エネルギー設備等の率先導入 

公共施設の断熱性向上や高効率機器（ LED照明） 導入などの省エネルギー設備を 率先的に

導入し ます。  

また、 ふるさ と 納税を 活用し た環境事業の実施を検討し ます。  

【 関連する 主な事業等】  

◆ 建物全体の断熱性能向上（ 外断熱、Low-E複層ガラ ス等の採用） [ 各施設担当課]  

◆ 高効率型照明器具等の採用によ る省エネルギー機器導入 [ 都市整備課・ 学校教育課]  

◆ ふる さ と 納税を 活用し た公共施設の省エネ化 [ 地域創生課]  

 

② 住宅、事業所等のZEB・ZEH化 

住宅などの新築や建替、 改修時を 契機と し た断熱性・ 気密性向上や高効率機器の導入と 太

陽光発電等の組合せにより ZEHの普及を 推進し ます。  

また、 遊休地や用途廃止施設等を 有効活用し て民間の企業団地などを 誘致する際にZEB化

を 推進し ます。  

【 関連する 主な事業等】  

◆ 市街化区域開発地における ZEH推進 [ 環境政策課]  

◆ 企業団地誘致（ ZEB化）  [ 都市整備課]  
 

 

③ 公共施設等のZEB・ZEH化 

公共施設の新築や建替、改修時を契機と し た断熱性向上や高効率機器の導入と 太陽光発電

や蓄電システム等と の組合せにより ZEBの普及を推進し ます。  

また、 遊休地や用途廃止施設等を 有効活用し て住宅団地などを 開発する際のZEH化を 推進

し ます。  

【 関連する 主な事業等】  

◆ 主要公共施設のZEB化検討 [ 都市整備課]  

◆ 市営住宅統合（ ZEHスマート タ ウン 、 市営住宅）  [ 都市整備課]  
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(2)  産業部門における省エネルギー行動の推進 

 

 

 

① 産業部門への省エネルギー設備の導入 

製造業などにおける高効率機器の導入、 高効率産業ヒ ート ポンプ ＊、 コ ージェ ネレ ーショ

ン ＊、 産業用モータ ・ イ ンバータ ＊、 高性能ボイ ラ ー、 低炭素工業炉＊、 LED照明など、 省エネ

ルギー設備の導入を推進し ます。  

また、 事業所のZEB化推進を 支援し ます。  

【 関連する 主な事業等】  

◆ 省エネルギー設備導入補助 [ 環境政策課]  

◆ 事業所のZEB化推進支援 [ 環境政策課]  

 
市民の取組 

・ 環境に関する学習会やセミ ナーに積極的に参加し て、 省エネルギーに関する理解を深めま

す。  

・ 住宅を 改修する時は、 壁や窓などの高断熱化を検討し ます。  

・ HEMS＊の導入に努め、 エネルギーを上手に使用し ます。  

・ 住宅を 新築する時は、 ZEHを 検討し ます。  

・ テレビや冷蔵庫などの家電の買い替えの際には、 省エネ型への切り 換えを 検討し ます。  

・ LED照明などの高効率照明への切り 換えを 検討し ます。  

事業者の取組 

・ 環境に関する学習会やセミ ナーに積極的に参加し て、 省エネルギーに関する理解を深めま

す。  

・ 高効率機器などの省エネ設備の導入を検討し ます。  

・ BEMS＊、 FEMS＊の導入に努め、 エネルギーを上手に使用し ます。  

・ 事業所のZEB化を検討し ます。  

・ 高性能断熱材などによる建物の断熱化を 検討し ます。  

・ LED照明などの高効率照明への切り 換えを 検討し ます。  
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＜コラム＞ 家庭でできる地球温暖化対策 

私たち は日々生活する う えで、 様々な電化製品を 使用し て温室効果ガスを 排出し ています。 日常
生活における地球温暖化対策を 一人ひと り が実践する こ と で、 市全体と し て大き な効果が得ら れま
す。  

◎冷蔵庫は24時間365日稼働し ているため、 効果が大き く なり ます 
省エネタ イ プへの買い替えも 効果的です（ 平均使用年数13. 5年）  

冷蔵庫にも のを詰め込みすぎない  

（ 詰め込んだ場合と 、 半分にし た 

場合と の比較）   

CO2削減量： 18. 50kg/年  

節約金額： 約1, 180円/年  

 冷蔵庫の温度を適切に設定する  

（ 周囲温度22℃で、 設定温度を「 強」 か

ら 「 中」 にし た場合）   

CO2削減量： 26. 04kg/年  

節約金額： 約1, 670円/年  

  
◎冷暖房はカ ーテンで窓から の熱の出入り を 防いだり 、 扇風機と 併用し て空気を循環さ せると

より 効果的です 

冷房は必要な時だけつける 

（ 設定温度28℃ 冷房を1日1時間短

縮し た場合）   

CO2削減量： 7. 92kg/年 

節約金額： 約510円/年 

暖房は必要な時だけつける 

（ 設定温度20℃ 暖房を1日1時間短

縮し た場合）  

CO2削減量： 17. 18kg/年 

節約金額： 約1, 100円/年 

フ ィ ルタ ーを月に1回か2回清掃する 

（ フ ィ ルタ ーが目詰まり し ているエ

アコ ン( 2. 2kW) と フ ィ ルタ ーを清

掃し た場合の比較）  

CO2削減量： 13. 48kg/年 

節約金額： 約860円/年 

 
◎明るさ センサーや自動OFFなどの機能を 活用すると テレビを 

楽し みながら 省エネになり ます 

液晶テレビの画面を明るすぎないよう にす

る（ テレビ（ 32V型） の画面の輝度を最適

（ 最大⇒中間） にし た場合）  

CO2削減量： 11. 43kg/年 

節約金額： 約730円/年 

 
◎最新のLED照明は、 水銀を 使っ ていないので環境にやさ し く 、 紫外線が少ないので虫が寄り 付き

にく いなどの効果も あり ます 

照明の点灯時間を短く する 

（ 54Wの白熱電球1灯の点灯時間を 

1日1時間短縮し た場合）  

CO2削減量： 8. 31kg/年 

節約金額： 約530円/年 

省エネ型のLEDラ ンプに取り 替える 

（ 54Wの白熱電球から 9WのLED照明に

替えた場合）  

CO2削減量： 37. 98kg/年 

節約金額： 約2, 430円/年 

 
◎お出かけや就寝前はタ イ マーなどの節電モード を 使う こ と でも

省エネ効果が得ら れます 

使わないと き はト イ レ のフ タ を閉める 

（ フ タ を閉めた場合と 、 開けっ 放し の場

合と の比較（ 貯湯式） ）  

CO2削減量： 14. 72kg/年 

節約金額： 約940円/年 

暖房便座の温度を低めに設定する 

（ 冷房期間は便座の暖房をOFFにし 、 便

座の設定温度を一段階下げた( 中→弱) 場

合（ 貯湯式） ）  

CO2削減量： 11. 14kg/年 

節約金額： 約710円/年 

（ 出典） 省エネ性能カ タ ログ 家庭用 2025 年版 
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(1)  運輸部門のカーボンニュートラル化推進 

 

基本方針３  低炭素まちづくりの推進 

●進行管理指標 

指標 
実績 目標 

直近年度 実績値 目標年度 目標値 

公用車の次世代自動車＊導入台数割合 令和5 2％ 令和12 5％ 

 

市の取組 

 

 

① 次世代自動車（EV・FCV等）の普及推進 

本市では交通分野における車への依存度が高いため、車利用に伴う 温室効果ガス排出量削

減に向けて、 EV等の次世代自動車の市民・ 事業者への導入支援を行います。  

また、 その電源と し ての再エネ導入（ ソ ーラ ーカ ーポート 等） やEV充電器設置、 水素ステ

ーショ ン等の整備を検討すると と も に、 官民連携によるEV充電器設置を 推進し 、 公益性の高

い取組については柔軟な支援措置を実施し ます。  

さ ら に、 公用車等の次世代自動車への転換を推進し ます。  
 

【 関連する 主な事業等】  

◆ 市民・ 事業者のEV化支援 [ 企画政策課・ 環境政策課]  

◆ 公用車のEV化 [ 財政課]  

◆ EV充電器設置 [ 各施設担当課]  

 

② EVカーシェアリングの普及推進 

シェ アする車には次世代自動車を 導入し 、公共施設等にて公用車の利用さ れていない時間

帯に、 市民の移動手段と し て活用し ます。 民間事業者と 協定を 締結し 、 民間においても 充電

イ ンフ ラ の整備、 カ ーシェ アリ ング＊の推進を 検討し ます。  
 

【 関連する 主な事業等】  

◆ EVカ ーシェ アリ ン グの普及推進 [ 環境政策課]  
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＜コラム＞ 「EV が運ぶ地域の安全・安心プロジェクト」 

本市では、 官民連携による「 EVが運ぶ地域の安全・ 安心プロジェ ク ト 」 と し て、 ク リ ーン

エネルギーを 活用するEVの導入を 市内事業者と 連携し て促進し 、発災後72時間の電源を 地域

の力で確保するこ と を 目指し ます。  

平時は、 導入し たEVを 公用車・ 社用車と し て運用すると と も に、 本市が実施する防災イ

ベント や環境教育イ ベント に出展し 、 参画事業者の取組と 併せて情報発信し ます。 発災時

には、 保有するEVを「 動く 蓄電池」 と し て活用し 、 避難所のみなら ず、 電力を 必要と する

住民等のも と へ電力を 届け、 家庭用医療機器やスマート フ ォ ン等の充電電源と し て活用し

ます。 また、 再生可能エネルギーを活用し たEV電源供給システム又は充電設備を 市内各所

に複数設置するこ と で、 災害の状況や電源の種別に応じ て充電拠点を選択するこ と が可能

と なり 、 EVを 軸と し た災害時のエネルギー供給の多角化を 図るこ と ができ ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 出典） 伊予市資料 
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(2)  効率的なまちづくりの推進 
 

 

① コンパクトシティ＊の形成 

コ ンパク ト なまちづく り と と も に、 公共交通の利便性の向上や利用促進、 デジタ ル技術を

活用し た交通システムなどの取組を進め、脱炭素社会の実現に向けたコ ンパク ト シティ の形

成に取り 組みます。  
 

【 関連する 主な事業等】  

◆ ZEHスマート タ ウン  [ 都市整備課・ 環境政策課]  

◆ 都市再生整備計画事業 [ 都市整備課]  

 

② 公共交通機関利用の推進 

公共交通機関に関する情報の提供や公共交通機関同士の連携強化等、利用し やすい環境づ

く り を推進し ていき ます。  

【 関連する 主な事業等】  
 

◆ 公共交通利用の誘導 [ 都市整備課]  

◆ 公共交通の電動化推進 [ 都市整備課]  

※現在、 市内の公共交通機関は、 JR、 伊予鉄道、 コ ミ ュ ニティ バス、 デマンド タ ク シーがあり ます。  

＜コラム＞ 環境にやさしく健康づくりにも効果的な移動方法 

CO2排出原単位（ 1km移動する際の1人当たり のCO2排出量） は移動手段によっ て異なり 、

バスや鉄道は、 自動車より も 少ないCO2で移動するこ と ができ ます。  

また、 公共交通機関・ 徒歩・ 自転車での移動は、 駅までの徒歩移動なども 含めて適度な運

動にも つながり ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 出典） 全地球温暖化防止活動推進センタ ーHP 
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(3)  吸収源対策の推進 

③ 環境に配慮した企業誘致の推進 

交通利便性の高い高速道路のイ ンタ ーチェ ンジ周辺に産業用地を 集積し 、企業の輸送効率

向上と 物流の環境負荷低減を 目指し ます。 また、 企業が導入する 先端的な脱炭素技術に対し

て積極的に支援を 行い、 地域産業の技術革新と 脱炭素化の促進を図り ます。  

【 関連する 主な事業等】  

◆ 産業系土地利用区画整理事業 [ 都市整備課]  

◆ 都市再生整備計画事業 [ 都市整備課]  

◆ 地域経済牽引事業 [ 商工観光課]  

◆ 先端設備等導入計画認定事業 [ 商工観光課]  

 

 

① 森林の保全・利用、耕作放棄地等の活用による農地保全の促進 

「 特定間伐等促進計画」等に基づき 、間伐や植栽など適正な森林管理を 推進すると と も に、

間伐材の利用を推進し 、 資源の有効利用に寄与し ます。  

また、 耕作放棄地や遊休農地等の有効活用により 、 水のかん養機能の維持、 バイ オマス資

源の産出、 スマート 農業＊等の発展に向けた効率的な農地利用を 推進し ます。  

 

② 市街地や公園の緑地の保全・創出 

市民・ 事業者・ 行政の協働により 、 市域における市街地、 公園の緑地の保全や緑化活動を

推進し 、 開発と 緑地の共存を 目指し ます。 また、 市民の参画と 協働による公園・ 緑地の管理

や里地里山での保全活動の支援を 行います。  

 

③ 海洋環境の保全 

海藻や藻場などのブルーカ ーボンによ る CO2の隔離・ 貯留のメ カ ニズムや最新動向につい

て調査、 研究に努めると と も に、 藻場の保全活動等を 推進し ます。  
 

＜コラム＞ 中干し期間の延長で、水田のメタン排出を削減 

水田に水を張ると 、 土壌中の微生物によっ て温室効果ガスであるメ タ ンが発生し ます。

こ の排出を減ら すには、 水を 抜く 期間（ 中干し ） を 工夫するこ と が有効です。 具体的に

は、 栽培期間中の中干し 期間を従来より ７ 日間延長するだけで、 メ タ ン発生量を3割削減で

き るこ と が確認さ れています。 市では、 こ の「 中干し 延長」 の効果について、 栽培従事者

の皆様に対し て適切な情報発信と 啓発を行っ ていき ます。  

 

 

 

 

 

 

（ 出典） 農林水産省HP 
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＜コラム＞ ブルーカーボンのメカニズム 

ブルーカ ーボンと は、 沿岸・ 海洋生態系が光合成により 二酸化炭素を取り 込み、 その後海

底や深海に蓄積さ れる炭素のこ と をいいます。  

ブルーカ ーボン生態系による隔離・ 貯留のメ カ ニズムは、 大気中のCO2が光合成によ っ て

浅海域に生息する ブルーカ ーボン生態系に取り 込まれ、 CO2を 有機物と し て隔離・ 貯留し ま

す。 また、 枯死し たブルーカ ーボン生態系が海底に堆積すると と も に、 底泥へ埋没し 続ける

こ と により 、 ブルーカ ーボンと し ての炭素は蓄積さ れます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 出典） 国土交通省HP 

 
 

市民の取組 

・ 車の買い換え時には、 次世代自動車の購入を 検討し ます。  

・ 自動車を運転する際は、 エコ ド ラ イ ブを 実践し ます。  

・ カ ーシェ アリ ングの活用や、 公共交通機関の利用、 徒歩・ 自転車での移動を 積極的に取り

入れます。  

・ 宅配便の再配達を減ら すため、 置き 配バッ グや宅配ボッ ク スを利用し ます。  

・ 住宅の新築・ 増改築の際には、 県産木材の利用を 検討し ます。  

 

事業者の取組 

・ 車の買い換え時には、 次世代自動車の購入を 検討し ます。  

・ 自動車を運転する際は、 エコ ド ラ イ ブを 実践し ます。  

・ カ ーシェ アリ ングの活用や、 公共交通機関の利用、 徒歩・ 自転車での移動を 積極的に取り

入れます。  

・ 通勤時の交通渋滞を 緩和するために、 時差出勤やフ レ ッ ク スタ イ ム制などのオフ ピーク 出

勤を 検討し ます。  

・ 緑のカ ーテンなどの壁面緑化に努めます。   
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(1)  循環型社会の構築 

基本方針４  循環型社会形成の推進 

●進行管理指標 

指標 
実績 目標 

直近年度 実績値 目標年度 目標値 

市民一人１ 日当たり のごみ排出量 令和5 683 g/人日 令和12 679 g/人日 

ごみのリ サイ ク ル率 令和5 19. 7 ％ 令和12 25 ％ 

 

市の取組 

 

 

① ごみの発生・排出抑制 

食品ロス＊の削減などにより 、 ごみの発生・ 排出抑制を 推進すると と も に、 市民及び事業

者が主体と なっ た活動等の促進、 啓発に取り 組みます。  
 

【 関連する 主な事業等】  

◆ ごみ減量啓発事業 [ 環境政策課]  

◆ 食品ロス削減の取組 [ 環境政策課]  

 

② 4R＊活動の推進による資源の有効利用 

各種リ サイ ク ル法に基づき 再資源化を 行う と と も に、 市・ 市民・ 事業者が連携し て、 4Rを

さ ら に推進し ていく ため、 分別ルール等広報啓発の充実を 図ると と も に、 市民団体が行う 活

動への支援を 行います。  
 

【 関連する 主な事業等】  

◆ 伊予市資源ごみ回収活動事業への支援 [ 環境政策課]  

◆ 資源・ 不燃ごみ収集 [ 環境政策課]  

◆ 再生資源リ サイ ク ル処理 [ 環境政策課]  

 

③ ごみ処理の効率化の検討 

資源化率、エネルギーの回収・ 利活用及びごみ処理事業経費等の観点で効率化を 図るため、

松山市、 松前町などの近隣2市3町と 連携し てごみの広域処理を 図り ます。  

また、 伊予地区清掃センタ ー敷地に、 松山市でごみ処理を 行う ための中継機能と 、 資源の

再利用を 促進する機能を持っ たマテリ アルリ サイ ク ル推進施設の建設を 進めます。  
 

【 関連する 主な事業等】  

◆ 松山ブロ ッ ク ごみ処理広域化基本構想 [ 環境政策課]  

◆ マテリ アルリ サイ ク ル推進施設建設事業 [ 環境政策課]  
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(2)  廃棄物の適正処理の推進 

 

 

① 不法投棄、不適正処理の監視 

ごみの不法投棄を 防止するため、地域と 連携し たパト ロールや防犯カ メ ラ 等を 活用し た監

視強化に取り 組みます。  

② 廃棄物等の適正処理の情報発信や不法投棄防止についての啓発 

循環型社会の実現に向けて、ごみの分別マナーの向上や資源の適正な処分に関する情報発

信、 不法投棄防止についての意識啓発に取り 組みます。  

 

市民の取組 

・ 必要なも のを 必要な量だけ購入し ます。  

・ 再生品、 再生利用可能な商品、 詰め替え商品、 繰り 返し 使用でき る商品を 選択し ます。  

・ 賞味期限と 消費期限の違いを正し く 理解し 、 食品ロスを 削減し ます。  

・ 食材を 無駄なく 利用し 、 消費期限を 定期的に確認し て期限内に消費し ます。  

・ 修理や修繕により 製品を 長期間使用し ます。  

・ リ サイ ク ルショ ッ プやフ リ ーマーケッ ト を活用し ます。  

・ 生ごみの水切り や資源ごみ等の分別を徹底し ます。  

・ マイ バッ グやマイ ボト ルの活用等により 、 プラ スチッ ク 製品の使用抑制に取り 組みます。  

・ 店頭回収（ 食品ト レ イ 、 ペッ ト ボト ル等） を 利用し ます。  

・ 廃棄物に関連する講座や学習活動に参加し 、 理解を 深めます。  

・ 生ごみ処理機の導入など、 家庭ごみの排出削減に積極的に取り 組みます。  

・ リ チウムイ オンバッ テリ ー起因の重大火災を なく すため、 リ チウムイ オンバッ テリ ーの適

正排出を 心掛けます。  

 

事業者の取組 

・ 事業系ごみを 減量化するなど、 事業所から 排出さ れる廃棄物を削減し ます。  

・ 食品ロスの削減に向けて、 消費者への情報発信を 行います。  

・ フ ード バンク の活用により 、 食品ロスを 削減し ます。  

・ リ サイ ク ル製品等のグリ ーン製品を 積極的に購入し ます。  

・ 再生資源の素材・ 材料や、 リ サイ ク ル製品等のグリ ーン製品を優先的に使用し ます。  

・ 再生品であるこ と の適切な表示や情報提供を 行い、 再生品・ エコ マーク 商品等の販売を促

進し ます。  

・ 耐久性の高い製品や再使用し やすい製品を製造・ 販売し ます。  

・ 過剰包装の自粛に努め、 簡易包装を 推進し ます。  

・ リ タ ーナブル容器＊の利用や回収の促進、 使い捨て容器の使用を抑制し ます。  

・ 修理・ 修繕体制や自主回収システムを整備し ます。  

・ 廃棄物に関する研修会や勉強会の開催による普及啓発を 行います。  

・ 一般廃棄物・ 産業廃棄物の排出を抑制し 、 適正に処理し ます。   
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＜コラム＞ 食品ロスを減らそう 

まだ食べら れるのに捨

てら れてし まう 食品ロス

は、 2022年度で約472万ト

ンでし た。 こ の食品ロス

分を 生産するために、 製

造・ 輸送・ 販売などの過

程で排出さ れた二酸化炭

素の総量は約1, 046万ト ン

と なり 、 全国の家庭で使

われるキッ チンコ ンロか

ら 排出さ れる二酸化炭素 

より も 多いと いう こ と が

分かっ ています。  

そし て、 廃棄処分のた

めに、 ごみ収集車や焼却場から さ ら なる二酸化炭素が排出さ れますが、 こ れら は食品ロスがな

ければ排出さ れずに済んだも のです。  

家で料理や食事を する時はも ちろ ん、 外食する時や食材を 購入する時も 、 私たち一人ひと り

の心がけで食品ロスを 減ら すこ と ができ ます。 食べら れるも のは捨てない。 その心がけが二酸

化炭素排出の削減につながり ます。  

（ 出典）「 ecoj i n」（ 環境省）  

 

＜コラム＞ 伊予市「おいしい食べきり運動推進店」について 

本市では、 外食産業から 排出さ れる食べ残し 等による食品ロスの削減を 推進するため、 食

べ残し を 減ら す取組を 実践する飲食店、 宿泊施設等を 募集し 、「 おいし い食べき り 運動推進

店」 と し て登録すると と も に、 その取組を ホームページ等で広く 紹介するこ と で、 食べき り

の推進に向けた意識啓発を 図っ ています。  

【 ステッ カ ー】               【 貼り 紙】  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 出典） 伊予市 HP 

  


